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市第 155 号議案 

   横浜市一般職職員の給与に関する条例の一部改正 

 横浜市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

   平成23年２月10日提出 

                 横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   横浜市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する 

   条例 

 横浜市一般職職員の給与に関する条例（昭和26年３月横浜市条例

第15号）の一部を次のように改正する。 

 第10条の３第１項及び第２項を次のように改める。 

  住居手当は、次の各号に掲げる職員（規則で定める職員を除く

 。）に対し当該各号に掲げる額を支給する。 

(1) 自ら居住するため、借り受けた住居（市の公舎及び職員宿舎

並びにその扶養親族（規則で定める者に限る。次号において同

じ。）が所有する住宅を除き、貸間を含む。次項において同じ

。）の家賃を支払っている職員 月額 9,000 円 

(2) 自ら所有し、又はその扶養親族が所有し、かつ、居住する住

宅に居住している職員 月額   8,500 円 

２ 同一の住居又は前項第２号の住宅に居住する夫婦、親子及び兄

弟姉妹で、その２人以上が本市に勤務する場合にあっては、規則

で定めるところにより、そのうちの１人について同項の規定を適

用する。 

第20条の４第２項中「11,700円」を「 8,000 円」に改める。 
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別表第１中 

 
 134 

135 
136 
 
137 
138 
139 
140 
 
141 
142 
143 
144 
 
145 
146 
147 
148 
 
149 
150 
151 
152 
 
153 

  407,600
408,000
408,400
 
408,800
409,200
409,600
410,000
 
410,400
410,800
411,200
411,600
 
412,000
412,400
412,800
413,200
 
413,600
414,000
414,400
414,800
 
415,200

417,400
417,900
418,300
 
418,700
419,200
419,700
420,100
 
420,500
421,000
421,500
421,900
 
422,300
422,800
423,300
423,700
 
424,100

434,600
435,100
435,500
 
435,900
436,400
436,900
437,300
 
437,700

   

 

を 

 
 134 

135 
136 
 
137 
138 
139 
140 
 
141 
142 
143 
144 
 
145 
146 
147 
148 
 
149 

   417,400
417,900
418,300
 
418,700
419,200
419,700
420,100
 
420,500
421,000
421,500
421,900
 
422,300
422,800
423,300
423,700
 
424,100

434,600
435,100
435,500
 
435,900
436,400
436,900
437,300
 
437,700

   

 

に改める。 

「

「

」

」
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別表第２中 

 
 138 

139 
140 
 
141 
142 
143 
144 
 
145 
146 
147 
148 
 
149 
150 
151 
152 
 
153 
154 
155 
156 
 
157 

  407,600
408,000
408,400
 
408,800
409,200
409,600
410,000
 
410,400
410,800
411,200
411,600
 
412,000
412,400
412,800
413,200
 
413,600
414,000
414,400
414,800
 
415,200

419,200
419,700
420,100
 
420,500
421,000
421,500
421,900
 
422,300
422,800
423,300
423,700
 
424,100

436,400
436,900
437,300
 
437,700

  

 

を 

 
 138 

139 
140 
 
141 
142 
143 
144 
 
145 
146 
147 
148 
 
149 

   419,200
419,700
420,100
 
420,500
421,000
421,500
421,900
 
422,300
422,800
423,300
423,700
 
424,100

436,400
436,900
437,300
 
437,700

  

 

に改める。 

別表第４中 

 

「

「

」

」
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 173 

174 
175 
176 
 
177 
178 
179 
180 
 
181 
182 
183 
184 
 
185 
186 
187 
188 
 
189 
190 
191 
192 
 
193 

 463,400
463,800
464,200
464,600
 
464,900
465,300
465,700
466,100
 
466,500 
466,900
467,300
467,700
 
468,100
468,500
468,900
469,300
 
469,700 
470,100
470,500
470,900
 
471,300

   

 

を 

 
  173  463,400    

 

に改める。 

別表第５中 

 
  133 

134 
135 
136 
 
137 
138 
139 
140 
 
141 
142 
143 
144 
 
145 

  407,200
407,600
408,000
408,400
 
408,800
409,200
409,600
410,000
 
410,400
410,800
411,200
411,600
 
412,000

「

「

」

」

「
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 146 
147 
148 
 
149 
150 
151 
152 
 
153 

  412,400
412,800
413,200
 
413,600
414,000
414,400
414,800
 
415,200

 

を 

 
   133   407,200

 

に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

 （特定の号給の切替え） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日におい

てこの条例による改正前の横浜市一般職職員の給与に関する条例

別表第１、別表第２、別表第４及び別表第５の給料表の適用を受

けていた職員のうち、その者の同日における号給が附則別表旧号

給の欄に掲げられている号給であった職員（以下「切替対象職員

」という。）の施行日における号給は、その者の施行日の前日に

おける号給に対応する同表新号給の欄に定める号給とする。 

 （給料の切替えに伴う経過措置） 

３ 切替対象職員及びこれに準ずる人事委員会規則で定める職員（

以下「切替対象職員等」という。）のうち、横浜市一般職職員の

給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成22年11月横浜市

条例第43号。以下「平成22年11月改正条例」という。）附則第４

「

」

」
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項の規定による給料を支給される職員で、その者の受ける給料月

額がその者に適用される平成22年11月改正条例附則別表第１右欄

又は附則別表第２右欄に掲げる新調整給料月額に達しないことと

なる職員（任用の事情等を考慮して人事委員会規則で定める職員

を除く。）には、同項の規定にかかわらず、給料月額のほか、そ

の差額に相当する額を給料として支給する。 

４ 切替対象職員等のうち、平成22年11月改正条例附則第５項の規

定による給料を支給される職員について、前項の規定による給料

を支給される職員との均衡上必要があると認められるときは、当

該切替対象職員等には、平成22年11月改正条例附則第５項の規定

にかかわらず、人事委員会規則の定めるところにより、前項の規

定に準じて、給料を支給する。 

５ 切替対象職員等のうち、平成22年11月改正条例附則第６項の規

定による給料を支給される職員について、任用の事情等を考慮し

て前２項の規定による給料を支給される職員との均衡上必要があ

ると認められるときは、当該切替対象職員等には、平成22年11月

改正条例附則第６項の規定にかかわらず、人事委員会規則の定め 

るところにより、前２項の規定に準じて、給料を支給する。 

６ 切替対象職員（前３項に規定する切替対象職員を除く。）で、

その者の受ける給料月額が施行日の前日において受けていた給料

月額に達しないこととなる職員（任用の事情等を考慮して人事委

員会規則で定める職員を除く。）には、給料月額のほか、その差 

額に相当する額を給料として支給する。 

７ 施行日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第

３項から前項までに規定する職員を除く。）について、同項の規
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定による給料を支給される職員との均衡上必要があると認められ

るときは、当該職員には、人事委員会規則の定めるところにより

、同項の規定に準じて、給料を支給する。 

８ 施行日以後に新たに給料表の適用を受けることとなった職員に

ついて、任用の事情等を考慮して前２項の規定による給料を支給

される職員との均衡上必要があると認められるときは、当該職員

には、人事委員会規則の定めるところにより、前２項の規定に準

じて、給料を支給する。 

９ 附則第３項から前項までの規定による給料を支給される職員に

関するこの条例による改正後の横浜市一般職職員の給与に関する

条例（以下「新給与条例」という。）第８条の２第２項及び第12

条第２項の規定の適用については、新給与条例第８条の２第２項

中「給料月額」とあるのは「給料月額と横浜市一般職職員の給与

に関する条例の一部を改正する条例（平成 年 月横浜市条例第 

 号。以下「新改正条例」という。）附則第３項から第８項まで

の規定による給料の額との合計額」と、新給与条例第12条第２項

中「給料月額」とあるのは「給料月額と新改正条例附則第３項か 

ら第８項までの規定による給料の額との合計額」とする。 

10 附則第３項から第８項までの規定による給料を支給される職員

に関する横浜市立高等学校等の教育職員の給与等に関する特別措

置に関する条例（昭和47年３月横浜市条例第１号）第３条第１項

の規定の適用については、同項中「給料月額」とあるのは、「給

料月額と横浜市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例（平成 年 月横浜市条例第 号）附則第３項から第８項ま

での規定による給料の額との合計額」とする。 
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 （退職手当に関する経過措置） 

11 切替対象職員及びこれに準ずる市長の定める職員が施行日以後

に退職した場合において、当該退職した日における横浜市退職手

当条例（昭和24年８月横浜市条例第40号）第６条から第９条まで

及び横浜市退職手当条例の一部を改正する条例（昭和63年12月横

浜市条例第62号）附則第６項の規定（以下これらの規定を「計算

規定」という。）により計算した退職手当の額、その者が現に退

職した理由と同一の理由により施行日の前日に退職したものとし

て同日までの勤続年数及び同日における給料月額を基礎として計

算規定により計算した退職手当の額並びに横浜市一般職職員の給

与に関する条例等の一部を改正する条例（平成19年３月横浜市条

例第18号）附則第18項の規定により支給すべきものとされた退職

手当の額（その者が同項の規定の適用の対象となっている職員で

ある場合に限る。）のうち、最も多い額を、計算規定又は同項の

規定にかかわらず、その者に支給すべき計算規定による退職手当

の額とする。 

 （委任） 

12 附則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行

に関し必要な事項は、人事委員会又は市長が定める。 
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附則別表 職員の号給の切替表 

 (1)  行政職員給料表の適用を受ける職員の新号給 

職務の級  旧 号 給  新 号 給

   134   

   135   

   136   

   137   

   138   

   139   

   140   

   141   

   142   

   143   

   144   

   145   

   146   

   147   

   148   

   149   

   150   

   151   

   152   

 ３ 級  

   153   

   133  
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 (2)  消防職員給料表の適用を受ける職員の新号給 

職務の級  旧 号 給  新 号 給

   138   

   139   

   140   

   141   

   142   

   143   

   144   

   145   

   146   

   147   

   148   

   149   

   150   

   151   

   152   

   153   

   154   

   155   

   156   

 ３ 級  

   157   

   137  
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 (3)  高等学校等教育職員給料表の適用を受ける職員の新号給 

職務の級  旧 号 給  新 号 給

   174   

   175   

   176   

   177   

   178   

   179   

   180   

   181   

   182   

   183   

   184   

   185   

   186   

   187   

   188   

   189   

   190   

   191   

   192   

 ２ 級  

   193   

   173  
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 (4)  技能職員等給料表の適用を受ける職員の新号給 

職務の級  旧 号 給  新 号 給

   134   

   135   

   136   

   137   

   138   

   139   

   140   

   141   

   142   

   143   

   144   

   145   

   146   

   147   

   148   

   149   

   150   

   151   

   152   

 ３ 級  

   153   

   133  
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提 案 理 由 

 住居手当を支給する職員の範囲を改め、義務教育等教員特別手当

の額を改定するとともに、給料表の号給の一部を廃止する等のため

、横浜市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正したいので提

案する。 
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 参  考  

   横 浜 市 一 般 職 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 抜 粋 ）  

                     上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行) 
（ 住 居 手 当 ） 

 住 居 手 当 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 （ 規 則 で 定 め る 職 
第 10 条 の ３   

職 員 （ 市 の 公 舎 ま た は 職 員 宿 舎 に 居 住 す る 者 そ の 他 の 

 員 を 除 く 。） に 対 し 当 該 各 号 に 掲 げ る 額 を 支 給 す る 。   
 規 則 で 定 め る 者 を 除 く 。） に は 、 住 居 手 当 を 支 給 す る 。 

(1)  自 ら 居 住 す る た め 、 借 り 受 け た 住 居 （ 市 の 公 舎 及 び 職 員 宿 舎 
 

  並 び に そ の 扶 養 親 族 （ 規 則 で 定 め る 者 に 限 る 。 次 号 に お い て 同 
 

  じ 。） が 所 有 す る 住 宅 を 除 き 、 貸 間 を 含 む 。 次 項 に お い て 同 じ 
 

  。） の 家 賃 を 支 払 っ て い る 職 員  月 額  9,000 円  
 

(2)  自 ら 所 有 し 、 又 は そ の 扶 養 親 族 が 所 有 し 、 か つ 、 居 住 す る 住 
 

 宅 に 居 住 し て い る 職 員  月 額  8,500 円  
 

  同 一 の 住 居 又 は 前 項 第 ２ 号 の 住 宅 に 居 住 す る 夫 婦 、 親 子 及 び 兄 
２   

住 居 手 当 の 月 額 は 、 9,000 円 の 範 囲 内 に お い て 規 則 で 定 め る 額 と 

 弟 姉 妹 で 、 そ の ２ 人 以 上 が 本 市 に 勤 務 す る 場 合 に あ っ て は 、 規 則 
 す る 。 

 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の う ち の １ 人 に つ い て 同 項 の 規 定 を 適 
 

 用 す る 。 
 

   （ 第 ３ 項 省 略 ） 

（ 義 務 教 育 等 教 員 特 別 手 当 ） 

第 20 条 の ４  （ 第 １ 項 省 略 ） 

                  8,000 円   
２  義 務 教 育 等 教 員 特 別 手 当 の 月 額 は 、     を 超 え な い 範 囲 内 
                  11,700 円  

 に お い て 、 職 務 の 級 及 び 号 給 （ 再 任 用 職 員 に あ っ て は 、 職 務 の 級 

 ） の 別 に 応 じ て 、 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 。 

   （ 第 ３ 項 省 略 ） 
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